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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電子機器に接続された通信装置であって、
　前記電子機器は、オーディオ出力を有し、
　前記オーディオ出力は、電子信号を出力するものであって、スピーカに接続されており
、
　前記スピーカは、音響出力を有し、
　前記通信装置は、前記電子信号の少なくとも１つの信号を少なくともある時間にわたっ
てサンプリングする手段を有し、
　前記電子信号の前記少なくとも１つの信号が、前記音響出力から生じる騒音量を推定ま
たは計算するために処理される、
　通信装置。
【請求項２】
　前記電子機器がマイクロホン入力を有し、前記電子信号の前記少なくとも１つの信号が
前記マイクロホン入力に入力される、
　請求項１に記載の通信装置。
【請求項３】
　前記サンプリングする手段が分圧器によって構成されている、
　請求項１に記載の通信装置。
【請求項４】
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　前記電子機器がマイクロホン入力を有し、前記電子信号の前記少なくとも１つの信号が
前記マイクロホン入力に入力され、
　前記分圧器が、前記オーディオ出力と前記マイクロホン入力との間に接続された少なく
とも１つの抵抗器を備える、
　請求項３に記載の通信装置。
【請求項５】
　前記マイクロホン入力に入力される信号が前記サンプリングされる電子信号の少なくと
も１つの信号で変調される、
　請求項２に記載の通信装置。
【請求項６】
　前記電子機器が無線送受信機であり、
　前記電子機器が無線信号を送信し、または受信するときに、前記マイクロホン入力に入
力される信号が前記サンプリングされる電子信号の少なくとも１つの信号で変調されない
、
　請求項２に記載の通信装置。
【請求項７】
　前記通信装置は、ハウジング内に実装されており、
　前記電子機器は、筐体内に実装されており、
　前記ハウジングが前記筐体の少なくとも一部に物理的に取り付けられている、
　請求項１に記載の通信装置。
【請求項８】
　前記オーディオ出力がスピーカに接続されており、
　前記スピーカが、前記スピーカの音響出力と前記スピーカの電子入力を関連付ける伝達
関数を有し、
　前記計算が前記サンプリングされる信号と前記伝達関数とに基づくものである、
　請求項１に記載の通信装置。
【請求項９】
　前記電子機器がインターネット対応であり、前記サンプリングされる信号によって表さ
れたデータがインターネットを介して伝えられる、
　請求項１に記載の通信装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電子機器（スマートフォンの携帯用音楽プレーヤなど）のオーディオ出力を
測定する手段を提供するための、かつ／または第１の電子機器（スマートフォンなど）と
第２の電子機器（例えば補聴器、ペースメーカなど）との間の無線通信の手段を提供する
ための通信装置に関し、通信はインターネットを介して他の場所に送られてもよい。
【背景技術】
【０００２】
　携帯用音楽プレーヤを含む多くの電子機器は、通常、２．３Ｖ前後にバイアスされるマ
イクロホン入力を有する。マイクロホン入力は、通常、外部マイクロホンに接続され、ま
たは（そのバイアスからの）電源として使用されうる。簡潔にするために、「マイクロホ
ン入力」と「マイクロホンバイアス」とを区別なく使用する。これらの電子機器では、マ
イクロホンとイヤホンとが独立して動作する。音楽プレーヤの場合、音楽が再生される（
出力がイヤホン出力でのものである）ときにはマイクロホン入力は多くの場合使用されず
、かつ／または、使用されるときにはマイクロホン入力は、再生／一時停止と音量上げ／
下げとのディジタル制御のために変調された信号が入力される制御入力として使用されう
る。電話技術用途では、（イヤホン兼マイクロホンのオーディオアクセサリの一部として
の）外部マイクロホンがマイクロホン入力に接続されうる。
【０００３】
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　音楽プレーヤを実施する電子機器の例には、多くのスマートフォンおよび携帯用ＭＰ３
（およびその変形の）プレーヤが含まれる。そうした電子機器では、伝えられるところで
は、音楽プレーヤのイヤホン出力に接続されたイヤホンを装着する音楽プレーヤのユーザ
が暴露される音楽／音の大きさおよび持続期間を推定する（または計算する）ための、ハ
ードウェアまたは利便性の点で扱いやすい方法がない。この音声の大きさおよび持続期間
は、イヤホン内のスピーカからの音響（音）出力から生じるユーザの騒音量を構成する。
騒音量の安全範囲は十分に確立されており、例えば、米国の労働安全衛生局および他国に
おける同様の団体によって定められた１９１０．９５基準が挙げられる。騒音量が規定の
安全範囲を超えるとき、電子機器のユーザは騒音誘発性の難聴になるおそれがある。
【０００４】
　利便性およびハードウェアの点で扱いやすい方法がないのは以下の理由のうちの１つも
しくは複数によるものである。第１に、任意の追加のハードウェア、換言すれば通信装置
、例えば、米国特許出願第１２／９７１６７３号に記載されている発明などは、（電子機
器（音楽プレーヤ）の外部の）定期的な交換または充電を必要とするはずの（外部電池と
いった）外部電源を必要とする。第２に、（スマートフォンなどの）音楽プレーヤのオペ
レーティングシステムは、内部の他のアプリケーションに、そのディジタル信号プロセッ
サ／ディジタル－アナログ変換器／電力増幅器の出力へのアクセスを許さない。このアク
セス権の欠如により音楽プレーヤの外部のハードウェアが必要になり、その場合、外部ハ
ードウェアは、その電子信号出力をモニタ／測定する（また、スピーカの音響出力からそ
の電子入力への出力／入力伝達関数を使用する）ために、またはスピーカの音響出力を直
接測定するために、イヤホン出力にアクセスする必要があるはずである。扱いにくい／実
際的ではない先行技術の発明には米国特許出願第２００９／０２０８０２４号、米国特許
出願第２０１０／０２７８３５０号などが含まれる。
【０００５】
　手短にいうと、マイクロホンバイアスを利用して、イヤホンの出力および／または騒音
量を確定する手段の実現を簡便にし、またはそのためのハードウェアを縮小するための公
知の方法はない。騒音量を確定することができれば、電子機器（音楽プレーヤとしてのス
マートフォンなど）の機能が高まるはずである。
【０００６】
　高性能の電子機器、例えばスマートフォンなどの機能は、その入力が（スマートフォン
の）イヤホン出力の１つに接続されている（通信装置において実施された）電子回路を接
続することによって高めることができる。先行技術の発明では、スマートフォンは、Ｔｈ
ｉｎｋｆｌｏｏｄが製造するような、（例えばテレビ用の）リモートコントローラとして
機能する。リモートコントローラはＴＲＲＳコネクタを備えるハウジングにおいて実施さ
れ、ＴＲＲＳコネクタはさらにスマートフォンのＴＲＲＳソケットに挿入される。スマー
トフォンは、スマートフォン内のアプリケーションに従って、そのイヤホン出力の一方ま
たは両方（右、左、または両方のオーディオチャネル出力）を介して信号を出力する。出
力信号はその後（通信装置において実施された）電子回路によって赤外線信号に変換され
その赤外線信号が送信される。この先行技術の適用例では、通信装置は、赤外線信号によ
るだけの単方向伝送（スマートフォンとテレビとの間の通信）のための仲介機器である。
この発明には、赤外線だけという制限と機械的構造の２つの弱点がある。赤外線だけとい
う制限はおそらく、所望の用途に起因するものであり、イヤホン出力を使用すると、その
ためにイヤホン／ヘッドホンが使用できなくなる。機械的接続は、単なるスマートフォン
のＴＲＲＳソケットへのＴＲＲＳコネクタの挿入にすぎず、ハウジングと外枠との間の機
械的接続ではない。この機器はスマートフォンから突き出ているため、壊れやすい可能性
がある。手短にいうと、機能が制限され、機械的に弱い（壊れやすい）。
【０００７】
　別の先行技術の単方向伝送が、携帯電話（スマートフォン）と補聴器との間の磁気誘導
伝送である。送信側は携帯電話内のスピーカによって発生する磁界である。補聴器は、ス
ピーカによって発生する磁界から誘導される磁界から電圧を生成するテレコイル（Ｔコイ
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ル）を有する。この先行技術の方法の重大な弱点は、スピーカによって発生する磁界が非
常に弱く、補聴器の近くでの（携帯電話の）スピーカの慎重で、難しい配置／位置合わせ
を必要とする（フィドリング（ｆｉｄｄｌｉｎｇ）、すなわち、「スイート（耳に快い）
」スポットを見いだそうとする試行錯誤を必要とする）ことである。ほとんどの場合、磁
気誘導は弱いままに留まり、単方向伝送が不具合になり、音声了解度が不十分になる。
【０００８】
　米国特許第７８１０７２９号に記載されている発明では、電子機器（スマートフォン）
のマイクロホン入力は、入力および可能な電源として働く。この発明は、クレジットカー
ドとスマートフォン、すなわちクレジットカード読取装置との間の仲介機器、通信装置で
ある。クレジットカード情報が電子機器によって読み取られ、処理され、その出力が同じ
マイクロホン線上に変調されるものであり、これは、米国特許第７８６９６０８号に記載
されている先行技術のイヤホンヘッドセットの再生／一時停止および音量上げ／下げと同
種のものである。この発明は、前述の赤外線コントローラの事例と同様に大きな機械的弱
点を有する。具体的には、クレジットカード読取装置は、スマートフォンのＴＲＲＳソケ
ットにさらに挿入されるＴＲＲＳコネクタを備えるハウジングにおいて実施され、クレジ
ットカード読取装置とスマートフォンの外枠との間に機械的接続がない。クレジットカー
ド読取装置はスマートフォンから突き出ており、よって機械的に弱い（壊れやすい）。
【０００９】
　米国特許出願第２００９／０２９６９６７号に記載されている発明では、電話装置（内
部通信装置）は、そのような電話機が専用であることを必要とする電話セットの一部であ
り、関連する電話機は通常、コード付き電話および無線（ＤＥＣＴ）電話である。よって
この発明は、任意の電話、特にスマートフォンに容易に適合されないため、限界がある。
【００１０】
　米国特許出願第２０１１／０００７９１６号に記載されている発明では、アドオンモジ
ュール（通信装置）は主として、ユビキタスではない専用の電話ハンドセットだけに適用
できる。よってこれは一般に適用できず、利便性もない。さらに、機械的接続も弱い（壊
れやすい）。
【００１１】
　米国特許出願第２００４／２４０６８９２号に記載されている発明では、仲介通信装置
は、電話の音響スピーカ出力を拾うためのマイクロホンを含む扱いにくいアタッチメント
である。その扱いにくさは主として、取付けの難しさ、大きいフォームファクタ、および
内部の電子回路が外部電池を必要とすることに起因するものである。
【００１２】
　前述の発明およびそれらと関連付けられた通信装置を備える先行技術の電子機器では、
スマートフォン（など）の適用が制限され、往々にして扱いにくいままであり、これはい
くつかの理由によるものである。第１に、電子機器のオーディオ出力から生じる騒音量を
確定する場合には、利便性の点で、またはハードウェアおよび電源の点で扱いやすい手段
がなく、その実現が大きなフォームファクタでのものになり、よって商業的に受け入れら
れない。第２に、電子機器内のマイクロホンバイアスから利用できる電力は非常に限られ
たものであり、通常、２Ｖ未満で２５０マイクロアンペア未満である。
【００１３】
　第３に、マイクロホン入力がすでにマイクロホンに接続されている適用例では、この入
力手段は、電源としても入力としてもほとんど利用できない。第４に、データがマイクロ
ホンに入力されるときには、マイクロホン入力は電源として容易に利用することができな
い。第５に、電子機器（スマートフォンなど）のイヤホン出力がすでにイヤホン（または
ヘッドホン）のスピーカに接続されている適用例では、通信装置内の電子回路への出力と
してのこの手段は容易に利用することができない。例えば、前述の赤外線遠隔制御は使用
することができない。
【００１４】
　手短にいうと、電子機器（スマートフォンの音楽プレーヤなど）のイヤホン出力の測定
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と、第１の電子機器（スマートフォンなど）と第２の電子機器（例えば補聴器、ペースメ
ーカなど）との間の通信とのための先行技術の通信装置の発明は、扱いにくく、限界があ
り、または機械的に弱い（壊れやすい）。物理的には、これら先行技術の通信装置は多く
の場合外部機器（別個のエンティティ）であり、外部電源を必要とし、通信が制限され（
例えば、より広域的な通信ではなく局部的な通信（例えば、インターネットの一端の第３
の電子機器（聴覚診断システムなど）とインターネットの他端のスマートフォン（第１の
電子機器）との間の通信や、通信装置を介したスマートフォンと補聴器（第２の電子機器
）との間の通信など）になり）、特化された電話などにしか適用できない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１５】
【特許文献１】米国特許出願第１２／９７１６７３号
【特許文献２】米国特許出願第２００９／０２０８０２４号
【特許文献３】米国特許出願第２０１０／０２７８３５０号
【特許文献４】米国特許第７８１０７２９号
【特許文献５】米国特許第７８６９６０８号
【特許文献６】米国特許出願第２００９／０２９６９６７号
【特許文献７】米国特許出願第２０１１／０００７９１６号
【特許文献８】米国特許出願第２００４／２４０６８９２号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１６】
　したがって本発明の目的は、前述の弱点を克服すること、および電子機器（スマートフ
ォンの音楽プレーヤなど）の出力を測定するための扱いやすい手段、すなわち、利便性、
ハードウェアの単純さ、および機械的強さ（壊れにくさ）の点で扱いやすい手段を提供す
る仲介通信装置を提供することである。また本発明の目的は、第１の電子機器（スマート
フォンなど）と第２の電子機器（例えば補聴器、ペースメーカなど）との間の無線通信の
手段であって、利便性、ハードウェアの単純さ、および機械的強さの点で扱いやすい手段
を提供する仲介通信装置を提供することでもある。どちらの目的でも、通信装置の所要電
力はゼロまたは少なめであり、一部では小さいフォームファクタの実現を可能にする。第
１の電子機器がインターネット対応である場合、前述の無線通信を指示するデータはイン
ターネットを介して伝えられてよく、それによって、インターネットの一端の第３の電子
システム（補聴器診断用計測器など）とインターネットの他端の第１の電子機器（スマー
トフォンなど）との間の通信、次いで、通信装置を介した同じ第１の電子機器（スマート
フォンなど）と第２の電子機器（例えば補聴器、ペースメーカなど）との間の通信が行わ
れる。
【課題を解決するための手段】
【００１７】
　本発明は多用途の通信装置を提供するものである。
【００１８】
　本発明の第１の実施形態では、通信装置は、電子機器（スマートフォンの音楽プレーヤ
など）のマイクロホンがそのイヤホン出力をサンプリングする簡単な手段を提供する。１
つの低ハードウェアの手段は単純に抵抗器である。好ましい第１の実施形態では、第１の
実施形態の抵抗器は、外部マイクロホンがマイクロホン入力に接続されることを可能にす
るように切断されてよい。別の好ましい第１の実施形態では、通信装置内の電子回路がイ
ヤホン出力をサンプリングし、電子回路への電力がマイクロホン入力から得られる。さら
に別の好ましい第１の実施形態では、通信装置はさらに、その充電のための電力がマイク
ロホン入力から得られる電池を実施する。電子回路への電力は、マイクロホン入力から、
または電池から、またはこれらの組み合わせから得られる。また外部マイクロホンがマイ
クロホン入力に接続されてもよい。通信装置内の電子回路はマイクロホン入力に信号を入
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力する手段を有する。
【００１９】
　本発明の第２の実施形態では、通信装置内の電子回路は、第１の電子機器（スマートフ
ォンなど）のイヤホン出力に接続された（第２の電子機器（補聴器など）への送信のため
の）受動送信機を含み、スピーカを含んでいてよい。本発明の好ましい第２の実施形態で
は、送信機は、電力が、第１の電子機器のマイクロホン入力から、オーディオ出力から、
無線周波数出力から、またはこれらの組み合わせからのものを含めて、取り込み手段によ
って得られる能動型である。別の好ましい第２の実施形態では、通信装置は、その再充電
のための電力が１つもしくは複数の前述の取り込み手段から得られる電池をさらに含む。
さらに別の好ましい第２の実施形態では、通信装置内の電子回路は、マイクロホン入力に
信号を入力する手段を有する。また外部マイクロホンがマイクロホン入力に接続されても
よい。
【００２０】
　本発明の第３の実施形態では、オーディオイヤホン出力が使用されない。通信装置は２
つの送受信機を有し、一方は第１の電子機器（スマートフォンなど）と通信し、他方は第
２の電子機器（補聴器など）と通信する。通信装置はさらに、その再充電のための電力が
取り込み手段によって得られる電池を含む。また外部マイクロホンがマイクロホン入力に
接続されてもよい。
【００２１】
　すべての実施形態において、第１の電子機器はインターネット対応とすることができ、
データ（ならびに通信装置と第１の電子機器および／または第３の電子機器との間のデー
タを示すデータ、あるいはそれ以外）が、インターネットによって別の場所で送信／受信
されてよい。
【図面の簡単な説明】
【００２２】
【図１（ａ）】（先行技術）先行技術の電子機器、より具体的には、インターネット対応
とすることのできる携帯電話（スマートフォン）の図である。
【００２３】
【図１（ｂ）】（先行技術）一般にＴＲＲＳ（Ｔｉｐ－Ｒｉｎｇ－Ｒｉｎｇ－Ｓｌｅｅｖ
ｅ：チップ－リング－リング－スリーブ）プラグとも呼ばれるユビキタスな４芯３．５ｍ
ｍプラグの図である。共通の３芯バージョンもＴＲＳ（Ｔｉｐ－Ｒｉｎｇ－Ｓｌｅｅｖｅ
：チップ－リング－スリーブ）として知られている。
【００２４】
【図２（ａ）】そのハウジングが電子機器（スマートフォン）のケーシング（緩衝器）と
して働く通信装置としての本発明の実施形態を示す図である。電子機器（スマートフォン
）はケーシングにすべらせてはめ込まれてよい。
【００２５】
【図２（ｂ）】図２（ａ）の後に続く、第１の電子機器（スマートフォン）が通信装置の
ハウジングにすべらせてはめ込まれており、通信装置のイヤホンプラグが第１の電子機器
のイヤホンソケットに挿入されている図である。本発明のある実施形態では、第１の電子
機器（スマートフォン）は通信装置を介して第２の電子機器（補聴器）と通信しうる。
【００２６】
【図３（ａ）】マイクロホン入力がイヤホン出力の１つのオーディオチャネル出力をサン
プリングするための手段を通信装置内の抵抗器が提供する通信装置としての本発明の第１
の実施形態を示す図である。
【００２７】
【図３（ｂ）】求められるときに抵抗器を接続／切断するための手段があり、それによっ
て、外部マイクロホンが電子機器のマイクロホン入力に接続されることを可能にする本発
明の好ましい第１の実施形態を示す図である。
【００２８】
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【図３（ｃ）】通信装置内の電子回路がイヤホンのオーディオ出力をサンプリングし、上
記電子回路への電力が電子機器のマイクロホン入力から得られる本発明の別の好ましい第
１の実施形態を示す図である。
【００２９】
【図３（ｄ）】通信装置内の電子回路がイヤホンのオーディオ出力をサンプリングする本
発明のさらに別の好ましい第１の実施形態を示す図である。上記電子回路への電力はマイ
クロホン入力から得られても、再充電可能な電池から得られてもよい。電池を充電する電
力はマイクロホン入力から得られる。通信装置は、マイクロホン入力がどこに接続される
か、および電子回路のための電源がどこから得られるかを選択するスイッチを実施する。
【００３０】
【図４（ａ）】通信装置内の（送信機を含む）電子回路が受動型であり（外部電力を必要
とせず）、その入力が第１の電子機器（スマートフォン）のイヤホンのオーディオチャネ
ルである通信装置としての本発明の第２の実施形態を示す図である。他方のイヤホンのオ
ーディオチャネルはスピーカを駆動してよい。通信装置内の送信機は図２（ｂ）に示す第
２の電子機器（補聴器）と通信する。スピーカは、他方のイヤホン出力に接続されてよく
、音響出力を提供する。
【００３１】
【図４（ｂ）】通信装置内の電子回路のための電力が第１の電子機器のマイクロホン入力
から取り込まれる好ましい第２の実施形態を示す図である。
【００３２】
【図４（ｃ）】通信装置内の電子回路のための電力が第１の電子機器のオーディオ出力か
ら取り込まれる好ましい第２の実施形態の別の例示の図である。
【００３３】
【図４（ｄ）】通信装置内の電子回路のための電力が第１の電子機器の無線周波数伝送か
ら取り込まれる好ましい第２の実施形態のさらに別の例示の図である。
【００３４】
【図４（ｅ）】通信機器において電池が実施される本発明の別の好ましい第２の実施形態
の図である。電池はエネルギー取り込み手段、この場合にはマイクロホン入力によって再
充電される。電池は通信装置内の電子回路への電源を増補する。
【００３５】
【図４（ｆ）】通信装置内の電子回路が第１の電子機器のマイクロホン入力に信号を入力
する手段を有するさらに別の好ましい第２の実施形態を示す図である。通信装置内のスイ
ッチがマイクロホン入力を電子回路の出力に接続し、またはマイクロホン入力を、電子回
路のための電源として、もしくは電池を再充電する取り込み手段として接続する。図示さ
れていないが、上記スイッチは外部マイクロホンをマイクロホン入力に接続してもよい。
【００３６】
【図５】第１の電子機器（スマートフォン）のオーディオイヤホン出力が使用されない（
またはイヤホン（不図示）に接続されうる）通信装置としての本発明の第３の実施形態を
示す図である。通信装置内の電子回路と第１の電子機器との間の通信は無線であり、また
は通信装置内の電子回路の出力は、マイクロホン入力を介して第１の電子機器に入力され
る。前者では、通信装置内の電子回路は２つの送受信機を有し、一方は第１の電子機器と
通信し、他方は第２の電子機器（図２（ｂ）の補聴器など）と通信する。
【発明を実施するための形態】
【００３７】
　本発明は、電子機器（スマートフォンの音楽プレーヤなど）の出力を測定する扱いやす
い手段を提供するための、かつ／または第１の電子機器（スマートフォンなど）と第２の
電子機器（例えば補聴器、ペースメーカなど）との間の無線通信の手段を提供するための
通信装置、すなわち仲介通信機器である。本発明のユニークさは、多用性、小さいフォー
ムファクタ、所要電力ゼロまたは非常に低い所要電力、低コスト、および（通信装置と第
１の電子機器との間の）強い機械的接続完全性を含み、過去に例をみない利便性をもたら
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す。
【００３８】
　図１（ａ）に、スピーカ出力２および（オーディオ出力兼マイクロホン入力）ソケット
３が示されている、上下逆にして描かれた、先行技術の携帯電話１である電子機器（スマ
ートフォン）を示す。
【００３９】
　図１（ｂ）に、多くの音楽プレーヤおよび携帯電話で、ステレオオーディオ出力兼マイ
クロホン入力プラグとして使用される先行技術のユビキタス（３．５ｍｍ）プラグ１１０
を示し、これはソケット３に挿入されうるものである。４ピンプラグ（ＴＲＲＳ、チップ
－リング－リング－スリーブ）バージョンでは、導体は（チップ）左チャネル１１１、（
リング）右チャネル１１２、（リング）接地１１３および（スリーブ）マイクロホン１１
４である。バイアス電圧（よって後述する電源）がマイクロホン１１４で（外部）マイク
ロホンをバイアスするために利用可能であり、適切な場合には、この導体上の変調信号が
携帯電話１に信号（制御）を提供することができる。例えば、スマートフォンの音楽プレ
ーヤといったある電子機器では、これらの変調信号は、再生／一時停止および音量上げ／
下げを制御することができる。３ピンプラグ（ＴＲＳ、チップ－リング－スリーブ）バー
ジョンでは、マイクロホン１１４がない。
【００４０】
　図２（ａ）では、（第１の電子機器）携帯電話１が右を上にして描かれており、この図
ではスピーカ出力２が上部にある。携帯電話１は、矢印方向２０１で指示するように下部
から通信装置５１へすべらせてはめ込むことができる。この図では、通信装置５１は、こ
の通信装置の物理的ハウジングの一例である携帯電話１用の緩衝器（またはケーシング）
として描かれており、内部の電子回路はケーシング５２内で実施される。通信装置５１は
いくつかのやり方で構築されてよく、これは、携帯電話１の外枠に物理的に取り付けられ
るように適合された、ケーシング、部分ケーシング、拡張プラグなどとしてのものを含む
。携帯電話１が通信装置５１へすべらせてはめ込まれるときに、通信装置５１のプラグ５
３が携帯電話１のソケット３（図１（ａ）参照）に挿入される。プラグ５３は図１（ｂ）
のプラグ１１０と同様であり、またはその変形である。
【００４１】
　図２（ｂ）では、携帯電話１が通信装置５１にすべらせてはめ込まれている。ケーシン
グ５２内の電子回路はこの場合、第２の電子機器、補聴器５４と通信することができる。
この通信は、指示２０２で示すように単方向、または指示２０３で示すように二重とする
ことができる。
【００４２】
　図３（ａ）～図３（ｄ）に、それぞれ、本発明の第１の実施形態、好ましい第１の実施
形態、別の好ましい第１の実施形態、およびさらに別の好ましい第１の実施形態を示す。
これらは、電子機器、例えば、携帯用音楽プレーヤ、スマートフォンの音楽プレーヤなど
のイヤホンオーディオ出力の出力を測定する手段を提供する通信装置５１である。適用の
一例が、電子機器のユーザの騒音暴露を確定するための騒音線量計である。他の適用も可
能である。
【００４３】
　図３（ａ）に、通信装置５１が抵抗器６０を実施する本発明の第１の実施形態を示す。
この図では、携帯電話１内のプロセッサ２０が１つの入力（マイクロホン入力２１）と、
左増幅器２５および右増幅器２６に接続された２つの出力とを有し、左右の増幅器のオー
ディオ出力はそれぞれ左チャネル出力２２および右チャネル出力２３である。スピーカ８
１およびスピーカ８２はイヤホンまたはヘッドホンセットのスピーカであり、通常、３．
５ｍｍＴＲＳまたはＴＲＲＳプラグである、図１（ｂ）に示すプラグ１１０に接続される
。典型的な適用では、イヤホン／ヘッドホンセットの左スピーカ８１は左チャネル出力２
２と接地２４との間に接続され、同じイヤホン／ヘッドホンセットの右スピーカ８２は右
チャネル出力２３と接地２４との間に接続される。
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【００４４】
　通信装置５１内の電子回路はきわめて単純であり、抵抗器６０が携帯電話１の左チャネ
ル出力２２とマイクロホン入力２１とにまたがって接続されるものである。抵抗器６０は
マイクロホン入力２１が左チャネル出力２２の減衰出力をサンプリングするための手段を
提供する。減衰は、抵抗器６０とマイクロホン入力２１のノードにおける入力抵抗との間
の分圧によるものである。分圧の比率は抵抗器６０の値を変更することによって、または
左チャネル出力２２と接地２４との間に別の抵抗器を接続することによって調整すること
ができる。抵抗器以外の手段を使用して左チャネル２２の出力をサンプリングすることも
可能であり、分圧が他の方法によって得られてもよい。
【００４５】
　図３（ａ）の本発明の第１の実施形態では、携帯電話１のマイクロホン入力２１に外部
マイクロホンを接続することができないはずである。外部マイクロホンは通常、イヤホン
兼マイクロホンのオーディオアクセサリのマイクロホンである。これは、左チャネル出力
２２からのサンプリング信号が外部マイクロホンの出力を損ない、または圧倒することに
なるはずだからである。この限界を回避するために、図３（ｂ）に示す本発明の好ましい
第１の実施形態は、外部マイクロホン８３が必要とされるときに、スイッチ６１がマイク
ロホン入力２１を外部マイクロホン８３に接続し、抵抗器６０が切断される、スイッチ６
１による簡単な解決策を提供する。反対に、外部マイクロホン８３が不要のときには、ス
イッチ６１は抵抗器６０をマイクロホン入力２１と左チャネル出力２２とに接続し、外部
マイクロホン８３は切断される。スイッチ６１の切換えは手動であってもよく、電子的な
ものとすることもできる。
【００４６】
　それぞれ図３（ａ）と図３（ｂ）とに示す、本発明の第１の実施形態と好ましい第１の
実施形態のどちらでも、オーディオ出力のサンプリングを用いて、スピーカ８１の音響出
力が確定／推定されてよく、騒音量は、スピーカ８１の音響出力／電子入力を関連付ける
伝達関数から計算される。
【００４７】
　本発明の第１の実施形態および好ましい第１の実施形態には、通信装置５１に外部電力
が不要であること、通信装置５１内の電子回路がきわめて簡単であること、およびその結
果として非常に小さいフォームファクタが得られることを含むいくつかのユニークな利点
があることが明らかである。これらのユニークさは、高度に実際的で、商業的に許容され
る騒音線量計を提供するはずである。
【００４８】
　図３（ｃ）に、電力がこの場合はマイクロホン入力２１から取り込まれる本発明の別の
好ましい第１の実施形態を示す。通信装置５１は、電力管理６３と電子回路６４とを備え
る。前述のものと同様に、スピーカ８１およびスピーカ８２への入力は、それぞれ、携帯
電話１の左チャネル出力２２および右チャネル出力２３である。電子回路６４は電力管理
６３を介してマイクロホン入力２１からその電力を得る。電子回路６４内の電子回路の所
要電力に応じて、電力管理６３は、どんな電子回路も必要としない、コンデンサと同程度
の単純なものとすることもでき、直流－直流変換器の後にＬＤＯ（ｌｏｗ　ｄｒｏｐｏｕ
ｔ　ｌｉｎｅａｒ　ｒｅｇｕｌａｔｏｒ：低ドロップアウト線形調整器）が続くような複
雑なものとすることもできる。電子回路６４は通常、アナログ－ディジタル変換器（ＡＤ
Ｃ）を有するマイクロコントローラを備える。ＡＤＣによって、左チャネル出力の出力が
サンプリングされ、その後でＡＤＣのディジタル出力がマイクロコントローラによって処
理される。オーディオ出力のサンプリングおよび後続の信号処理には複数の適用がありう
る。例えば、線量計の適用例では、電子回路６４内のマイクロコントローラは、左チャネ
ル出力２２のサンプリング入力からスピーカ８１の音響出力から生じる騒音量を確定／推
定することができる。
【００４９】
　電子回路６４は、ハイブリッドアナログ－ディジタル手段によって実現されてもよく、



(10) JP 5978286 B2 2016.8.24

10

20

30

40

50

これはＡＤＣ／マイクロコントローラハードウェアより複雑さの低いハードウェアを提供
しうる。例えば、アナログバージョンは、全波整流器および低域フィルタを備えていてよ
い。低域フィルタの出力はイヤホン出力の全電力推定を提供し、これが騒音量の計算を簡
単にするはずである。電子回路６４のハードウェアを設計するいくつかの異なるやり方が
ある。
【００５０】
　念のためにいうと、この別の好ましい第１の実施形態（図３（ｃ））と前述の好ましい
第１の実施形態および第１の実施形態（図３（ａ）および図３（ｂ））との主な違いは、
能動型である（電力を必要とする）別の好ましい第１の実施形態の電子回路６４はこの場
合、所与の特定の用途のための計算の大部分を行うことができ、これに反して、第１の実
施形態および好ましい実施形態では、この計算が携帯電話１によって計算されることであ
る。電子回路６４のための電力はマイクロホン入力２１から取り込むことができ、その出
力をＬＥＤなどによって表示することができることに留意されたい。
【００５１】
　この別の好ましい第１の実施形態は、外部マイクロホンがマイクロホン入力２１に接続
されることを許容せず、これは図３（ａ）に示す第１の実施形態の場合と同様である。こ
の限界を回避し、それによって本発明の通信装置５１の多用性を高めるために、図３（ｄ
）に示すさらに別の好ましい第１の実施形態は、マイクロホン入力２１を、外部マイクロ
ホン８３に、または接続６６を介して電子回路６４の出力に接続する電力管理６３内のス
イッチを実施する。この実施形態は通信装置５１に電池６５をさらに含む。この場合電池
６５が存在するため、マイクロコントローラその他の電子回路を含む電子回路６４の高度
化は相当なものとなりうることに留意されたい。
【００５２】
　その運用法は以下の通りである（外部マイクロホン８３なし、接続６５なし）。まず、
電子回路６４がアイドル状態（非アクティブ）であるシナリオを考える。この場合には、
電池６５を再充電する電力はマイクロホン入力２１から取り込まれる。
【００５３】
　次に、電子回路６４がアクティブである第２のシナリオを考える。十分な電流／電力を
マイクロホンバイアス２１から取り込むことができる場合、電子回路６４を動作させる電
力はマイクロホンバイアス２１から取り込まれ、電池６５は電力を全く提供しない。電力
が十分かどうかは、（電力管理６３により）マイクロホンバイアス２１のバイアス電圧の
レベルによってまたは他の手段によって確認することができる。マイクロホン入力２１か
ら取り込まれるさらなる余剰の／十分な電力がある場合、電池６５を再充電する電力をマ
イクロホンバイアス２１から取り込むこともでき、そうでない場合、電池６５は再充電さ
れないはずである。マイクロホンバイアス２１から取り込まれる電力が電子回路６４を動
作させるのに不十分である状況では、電池６５が２次電源になる。上記シナリオでは、電
力管理６３内のスイッチが上記シナリオを実施するのに必要な接続を行う。そのような接
続設計は当業者には公知である。
【００５４】
　次に、外部マイクロホン８３（通常は、イヤホン兼マイクロホンのオーディオアクセサ
リ内のマイクロホン）が使用される／アクティブである（例えば、携帯電話１が無線送受
信機（例えばＧＳＭ、ＣＤＭＡなど）として動作しているとき）を考える。この場合には
、電力管理６３内のスイッチが外部マイクロホン８３だけをマイクロホン入力２１に接続
する。電子回路６４を動作させる電力はこの場合、電力管理６３内のスイッチを介して電
池６５から得られる。このように、電子回路６４を動作させる電力は常に利用可能であり
、外部マイクロホン８３はマイクロホン入力２１に接続される。外部マイクロホンが非ア
クティブであるとき、マイクロホン入力２１は電池６５を再充電するために取り込まれて
よい。
【００５５】
　念のためにいうと、当業者にとっては、マイクロホン入力２１からの電力が取り込まれ
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、しかもマイクロホン入力２１が同時に変調されるように設計するのは容易なことである
。これは、マイクロホン入力２１のところの携帯電話１の入力が交流結合されるからであ
る。
【００５６】
　本発明のこのさらに別の好ましい第１の実施形態では、通信装置５１は、電子回路６４
が携帯電話１にデータを入力することを可能にすることによってさらに一層多用途とされ
うる。これは図３（ｄ）に示されており、この場合マイクロホン入力２１は（接続６６を
介して）マイクロホン入力２１を変調しうる電子回路６４の出力に接続されてよい。この
多用性はこの場合、携帯電話１と通信装置５１との間の通信を二重にすることを可能にす
る。電子回路６４の出力がマイクロホン入力２１に接続されない前述の事例とは異なり、
この場合は、目的の用途に必要とされる計算／処理の一部または全部を、携帯電話１（内
のアプリケーション）によって計算することができる。この接続構成では、外部マイクロ
ホン８３と電力管理６３の両方がマイクロホン入力２１から切断され、電子回路６４は電
力管理６３を介して電池６５から電力供給される。様々なスイッチングは手動手段によっ
て実現されてもよく、電子スイッチによって実現されてもよい。
【００５７】
　次に、本発明の通信装置５１の第２の実施形態、好ましい第２の実施形態、別の好まし
い第２の実施形態、およびさらに別の好ましい第２の実施形態を考える。前述の第１の（
また変形の好ましい）実施形態とは異なり、この場合の意図は、第１の電子機器（スマー
トフォンなど）と第２の電子機器（例えば補聴器、ペースメーカなど）との間の通信のた
めであり、簡単にいうと、通信装置５１は第１の電子機器と第２の電子機器との間の仲介
通信機器である。
【００５８】
　図４（ａ）に、用途が、通信装置５１を介した第１の電子機器の携帯電話１と第２の電
子機器との間の短距離単方向通信である本発明の第２の実施形態を示す。図２（ｂ）では
、第２の電子機器は補聴器５４であり、別の適用例では、第２の電子機器をペースメーカ
などとすることもできる。一適用例では、第１の電子機器の携帯電話１は、通信装置５１
を介して第２の電子機器に、単方向通信用、制御用、オーディオデータ通信用などを含め
て、データを送ることができてよい。
【００５９】
　図４（ａ）では、通信装置５１は、その入力が第１の電子機器の携帯電話１の左チャネ
ル出力２２である送信機７１を備える。送信機７１は受動送信機であり、そのため電力を
必要とせず、例えば、伝送様式が磁気誘導であるテレコイル（Ｔコイルともいう）などで
あり、これをループシステムともいう。この適用例では、第２の電子機器（図２（ｂ）の
補聴器５４など）が別のテレコイルで実現される受信機を実施するはずである。伝送は磁
界によって達成される（磁界は（送信機７１内の）送信側テレコイルにおいて携帯電話１
の左チャネル出力２２からの電流によって発生し、第２の電子機器内の受信側テレコイル
へ誘導される。左チャネル出力２２における出力電圧に類似した電圧が受信側テレコイル
の出力において得られ、よって、通信装置５１を介した第１の電子機器の携帯電話１から
第２の電子機器（補聴器５４など）への単方向伝送が行われる。
【００６０】
　第１の電子機器の携帯電話１および第２の電子機器の補聴器５４を伴う適用例では、こ
の第２の実施形態の主な利点は、携帯電話１のスピーカ２（図１（ａ））からの弱い磁気
誘導に優る送信機７１内のテレコイルの磁気誘導の強度の大幅な増加である。作成した原
型での試験に基づけば、送信機７１としてのテレコイルから生じる磁気誘導の強度は、携
帯電話１のスピーカ２からのものよりもおおよそ２０ｄＢ強い。実際のところ、この利点
は、現実のずっと望ましい利便性、すなわち、携帯電話１のスピーカ２を補聴器５４に慎
重に位置合わせしようとしなければならず、しかも弱い伝送しか得られないのではなく、
携帯電話１を補聴器５４に良好な伝送状態で容易に配置できることを意味する。音響心理
学的には、より高い音声了解度が達成される。
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【００６１】
　図４（ａ）では、送信機７１が、携帯電話１のソケット３（図１（ａ））への通信装置
５１のプラグ５３（図２（ａ））の挿入によって携帯電話１の左チャネル出力２２に接続
されるときに、携帯電話１のスピーカ２が使用不可になる。このスピーカ２を使用不可に
することは、携帯電話１の通常の音響出力が利用できなくなるために不都合となりうる。
この限界を回避し、それによって携帯電話１の音響出力を復元するために、図４（ａ）に
示す本発明の第２の実施形態は、通信装置５１内で実施されたスピーカ７２をさらに含む
。スピーカ７２の入力は携帯電話１の右チャネル出力２３に接続される。
【００６２】
　ある適用例では、スピーカ７２がなくてもよい。例えば、ユーザの補聴器アセンブリが
、重度の聴覚障害者に特有の、外耳道を完全にふさぐ（すなわち通気孔なしの）耳栓を含
むものである補聴器適用例の場合である。この場合には、携帯電話１のスピーカ２からの
、またはスピーカ７２からのオーディオ出力は、音響出力強度の点で不十分なものになる
はずである。通信装置５１のスピーカ７２が有効ではないため、これが別の受動送信機（
別のテレコイルなど）が接続された右出力チャネル２３で置き換えられてよい。この場合
、（図４（ａ）に示す１つだけではなく）２つの受動送信機があり、磁気誘導伝送の強度
は倍増し、それによって、無線伝送の品質がさらに改善される。
【００６３】
　図４（ｂ）に、本発明の好ましい第２の実施形態を示し、図４（ｃ）および図４（ｂ）
に、その２つの変形を示す。これらの実施形態では、通信装置５１内の電子回路７４が送
信機および／または電子回路を実施し、この場合は電力を必要とし、よって能動型である
。これに対し、図４（ａ）の本発明の第２の実施形態の送信機７１は受動型である。図４
（ｂ）では、電子回路７４のための電力が電力ハーベスタ兼管理７３を介してマイクロホ
ン入力２１から取り込まれる。
【００６４】
　図４（ｃ）では、電力はこの場合、ハーベスタ兼電力管理７７を介して左出力チャネル
２２のオーディオ出力から取り込まれ、このオーディオ出力は電子回路７４にも入力され
る。オーディオ出力からの電力取り込みは十分に確立した技術である。図４（ｄ）では、
電子回路７４のための電力はこの場合、携帯電話１の無線周波数伝送から取り込まれる。
無線周波数電力の取り込みも十分に確立した技術である。特定の用途に応じて、ハーベス
タ兼電力管理７３、７７および７８は、センサ／ピックアップを備え、非常に単純な電子
回路、例えば、電子回路のない、コンデンサを有するものや、直流－直流変換器および調
整器、電池充電器などを含むより複雑な電子回路を有するものを備えていてよい。これら
のハーベスタ兼電力管理の設計は十分に確立した技術である。
【００６５】
　携帯電話１（電子機器）と別の電子機器（補聴器５４など）との間の単方向伝送の同じ
適用例では、図４（ｂ）～図４（ｄ）の電子回路７４はこの場合、能動送信機であり、そ
の入力は携帯電話１の左チャネル出力２２である。この場合、伝送様式は、送信側テレコ
イルにさらなる増幅を提供するための増幅器を伴いうる磁気誘導といった受動様式のため
の追加利得を含む、電力を必要とする無線周波数（ＲＦ）その他の手段を含むことができ
る。ＲＦが使用される場合、伝送は、Ｂｌｕｅｔｏｏｔｈおよびその変形、超広帯域（Ｕ
ｌｔｒａ　Ｗｉｄｅ　Ｂａｎｄ）、ＨＩＢＡＮ（Ｈｅａｒｉｎｇ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔ
　Ｂｏｄｙ　Ａｒｅａ　Ｎｅｔｗｏｒｋ：聴覚機器ボディ・エリア・ネットワーク）など
を含む、様々なプロトコルのものとすることができる。前述の場合と同様に、他の適用例
では、単方向伝送は無線制御、通信などに使用されてもよい。
【００６６】
　図４（ａ）の場合と同様に、第１の電子機器の携帯電話１が第２の電子機器の補聴器５
４（図２（ｂ））と通信するある適用例では、携帯電話１のスピーカ２の音響出力は、ス
ピーカ７２を携帯電話３の右チャネル出力２３に接続することによって復元される。この
ように、携帯電話１は通常の音響出力を有し、第２の電子機器への無線伝送も有する。別
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の適用例では、スピーカ７２は別の送信機、送信機７１または（無線送信機も実施する）
電子回路７４で置き換えられうる。無線伝送はこの場合、複数の無線様式／プロトコルの
ものとすることができる。これらが同じプロトコルのものである場合、伝送強度は倍増す
る。
【００６７】
　図４（ｅ）に、電池７５がこの場合通信装置５１内で実施されており、電池７５を再充
電する電力がマイクロホン入力２１（または図４（ｂ）もしくは図４（ｃ）の場合と同様
の他の手段）から取り込まれる本発明の別の好ましい第２の実施形態を示す。前述の場合
と同様に、電子回路７４は、電子回路（および無線送信機）を実施する。スピーカ７２は
、通信装置５１が携帯電話１の右チャネル出力２３からの音響出力を有することが求めら
れる場合に接続されうる。
【００６８】
　その運用法は以下の通りである。まず、電子回路７４がアイドル状態（非アクティブ）
であるシナリオを考える。この場合には、電池７５に再充電する電力はマイクロホン入力
２１から、またはハーベスタ兼電力管理７３を介して）取り込まれる。
【００６９】
　次に、電子回路７４がアクティブである第２のシナリオを考える。十分な電力をマイク
ロホンバイアス２１から取り込むことができる場合、電子回路７４を動作させる電力はマ
イクロホンバイアス２１から取り込まれ、電池７５は電力を全く提供しない。電力が十分
かどうかは、（電力管理７３により）マイクロホンバイアス２１のバイアス電圧のレベル
によって、または他の手段によって確認することができる。マイクロホン入力２１からの
さらなる十分な電力がある場合、電池７５を再充電する電力をマイクロホンバイアス２１
から取り込むこともでき、そうでない場合、電池７５は再充電されないはずである。マイ
クロホンバイアス２１から取り込まれる電力が電子回路７４を動作させるのに不十分であ
る状況では、電池７５が増補電源になる。上記シナリオでは、ハーベスタ兼電力管理７３
内のスイッチが上記接続を実施するのに必要な接続を行う。
【００７０】
　この場合電池７５が電源として増補するため、電子回路７４の高度化は大幅に複雑なも
のになりうることに留意されたい。例えば、電子回路７４が磁気誘導に基づく送信機を含
む場合、電子回路７４は、左出力チャネル２２の信号出力を増幅する増幅器をさらに備え
ることもできるはずである。この増幅は、発生する磁界を強め、それによって伝送の強度
／品質が改善されるはずである。また左出力チャネル２２からの信号は、（通常のアナロ
グ磁気誘導の代わりに）ディジタル磁気誘導のために処理され、ディジタルに変換されて
もよい。
【００７１】
　電子回路７４は、他の電子回路、および第２の電子機器（例えば補聴器５４内の送信機
（図２（ｂ））、ペースメーカなど）から信号を受信する無線受信機をさらに備えていて
よい。電子回路７４は、送信機と受信機の両方を含む送受信機である。この例では、第１
の電子機器の携帯電話１と通信装置５１と第２の電子機器（補聴器５４など）との間の通
信は以下の通りである。携帯電話１と通信装置との間の通信は単方向（第１の電子機器の
左出力チャネル２２から通信装置５１の電子回路７４へ）である。通信装置５１の電子回
路７４は送受信機を含むため、通信装置５１と（送受信機も備える）第２の電子機器との
間の通信は二重である。
【００７２】
　通信装置５１の多用性を、第１の電子機器の携帯電話１と通信装置５１との間の全二重
通信（よって、仲介通信機器としての通信装置５１を用いた携帯電話１と第２の電子機器
（例えば補聴器５４、ペースメーカなど）との間の全二重通信）を可能にすることによっ
てさらに高めるために、図４（ｅ）に示す本発明の別の好ましい第２の実施形態は、図４
（ｆ）に示す本発明のさらに別の好ましい第２の実施形態へとわずかに変更される。この
実施形態では、携帯電話１と通信装置５１との間の二重通信は以下の通りである。携帯電
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話１の左チャネル出力２２が通信装置５１内の電子回路７４にデータを送り、通信装置５
１内の電子回路７４は接続７６を介して、（電力管理７３内のスイッチにより）携帯電話
１のマイクロホン入力２１にデータを送る。
【００７３】
　図４（ｄ）の本発明のこの別の好ましい第２の実施形態では、第１の電子機器の携帯電
話１（電子機器）と第２の電子機器（補聴器５４など）との間の全般的通信が以下のよう
に要約されている。順方向経路では、携帯電話１の左チャネル出力２２が通信装置５１の
電子回路７４に出力され、次いで、電子回路７４内の送信機によって処理され／第２の電
子機器（補聴器５４など）内の受信機に無線で送信される。逆方向経路では、第２の電子
機器内の送信機が通信装置５１の電子回路７４内の受信機に送信し、処理の後で、電子回
路７４が接続７６を介して第１の電子機器の携帯電話１のマイクロホン入力２１に出力す
る。電子回路７４の出力と携帯電話１のマイクロホン入力２１との間の接続は、ハーベス
タ兼電力管理７３のスイッチによって得られる。同様に、外部マイクロホンが接続される
ことが求められる場合（図３（ｄ）の場合のように、図４（ｆ）には不図示）にも、この
接続は同様に、ハーベスタ兼電力管理７３のスイッチによって適切に切り換えられるよう
に接続されてよい。
【００７４】
　要約すると、図４（ｆ）のこのさらに別の好ましい第２の実施形態では、通信装置５１
は事実上、第１の電子機器の携帯電話１と第２の電子機器（補聴器５４など）との間の仲
介全二重通信機器である。携帯電話１がインターネット対応である場合には、携帯電話１
および通信装置５１は総体として、第２の電子機器（補聴器５４など）と、インターネッ
トリンクの遠端（携帯電話１はインターネットの近端である）において接続された第３の
電子機器（補聴器診断システムなど）との間の仲介機器である。念のためにいうと、スピ
ーカ７２は、通信装置５１が携帯電話１の右チャネル出力２３からの音響出力を有するこ
とが求められる場合に接続されうる。
【００７５】
　本発明の通信装置５１の多用性をさらに一層高めるために、携帯電話１のオーディオ出
力（左チャネル出力２２および右チャネル出力２３）を通信装置５１への通信路として使
用する必要がなく、そのためイヤホン・ヘッドセット・アクセサリの完全な使用が可能に
なる。これは図４の第２の実施形態（およびその変形）とは異なる。これは本発明の第３
の実施形態であり、図５に示されており、１つの適用例が、第１の電子機器（携帯電話１
など）と第２の電子機器（例えば補聴器５４、ペースメーカなど）との間の全無線二重通
信である。
【００７６】
　図５では、携帯電話１は、その通常の電話技術（例えばＧＳＭやＣＤＭＡ、不図示）用
の送受信機以外の送受信機４１（例えば、Ｂｌｕｅｔｏｏｔｈ、ＵＷＢなど）を備える。
通信装置５１は２つの送受信機、送受信機９１（その通信プロトコルは送受信機４１の通
信プロトコルに適合する）と送受信機９２を備える。第２の電子機器（図２（ｂ）の補聴
器５４など）は送受信機、例えば、ＨＩＢＡＮ（Ｈｅａｒｉｎｇ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔ
　Ｂｏｄｙ　Ａｒｅａ　Ｎｅｔｗｏｒｋ）プロトコルに基づく送受信機などを実施する。
第２の電子機器内の送受信機と送受信機９２は同じプロトコル、例えばＨＩＢＡＮを有す
る。通信装置５１内の２つの送受信機によって、通信装置５１は、第１の電子機器の携帯
電話１と第２の電子機器との間の全二重無線仲介通信装置として働き、全二重が求められ
ない場合、送受信機または（１つもしくは複数の）関連送受信機内の受信機のうちの１つ
もしくは複数が取り外されてもよい。
【００７７】
　全二重無線通信の運用法は以下の通りである。順方向経路では、携帯電話１の送受信機
４１内の送信機が、通信装置５１の送受信機９１内の受信機に送信する。この受信信号は
、通信装置５１の送受信機９２内の送信機によって処理され、第２の電子機器（図２（ｂ
）の補聴器５４など）の送受信機内の受信機に送信される。戻り経路では、第２の電子機
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器（補聴器５４など）の送受信機内の送信機が通信装置５１の送受信機９２内の受信機に
送信する。受信信号は通信装置５１の送受信機９１内の送信機によって処理され、携帯電
話１の送受信機４１内の受信機に送信される。
【００７８】
　さらに、携帯電話１がインターネット対応である場合、インターネットの他端にある第
３の電子機器がこの場合第２の電子機器と（全二重で）通信することができる。インター
ネット接続の遠端にある第３の電子機器が補聴器診断システムであり、第１の電子携帯電
話１がインターネットの近端にあり、補聴器５４が第２の電子機器である、画期的な補聴
器適用（および他の類似の適用）のための本発明の第３の実施形態の使用を考える。携帯
電話１および通信装置５１はこの場合、総体として、第２の電子機器（補聴器５４など）
と第３の電子機器（補聴器診断システム）との間の仲介通信機器である。補聴器の製造者
は、補聴器診断システムによって、この場合、補聴器をリモートで診断してよい（かつ／
またはプログラム、データ収集などを行ってよい）。
【００７９】
　全般的通信システムは以下の通りである。インターネット接続の遠端にある第３の電子
機器、補聴器診断システムが、インターネットの近端にある携帯電話１と（例えば、ＧＳ
Ｍ、ＣＤＭＡなどによって）通信する。携帯電話１内の送受信機４１が、その後、通信装
置５１内の送受信機９１と（例えばＢｌｕｅｔｏｏｏｔｈによって）通信する。通信装置
５１内の送受信機９２が、最後に、第２の電子機器、補聴器５４内の送受信機と（例えば
ＨＩＢＡＮによって）通信する。
【００８０】
　図５では、通信装置５１内の送受信機９１および９２のための電力管理９３による電力
は、携帯電話１のマイクロホン入力２１から（または前述の他の取り込み手段によって）
取り込まれてよい。前述の実施形態と同様に、ハーベスタ兼電力管理９３は、センサ／ピ
ックアップを実施し、他の電子回路を必要としない、コンデンサと同程度の単純なものと
することもでき、直流－直流変換器、線形調整器、電池充電器などを含むより複雑な電子
回路を実施してもよい。ハーベスタ兼電力管理は、組み込み電池を備える通信装置５１の
前述の実施形態と類似したものとすることができる。送受信機９１および９２（および関
連付けられた電子回路）がアイドル状態（非アクティブ）である第１のシナリオでは、電
池９４を再充電する電力はマイクロホン入力２１から取り込まれる。送受信機９１および
９２（および関連付けられた電子回路）がアクティブである第２のシナリオでは、十分な
電流／電力をマイクロホンバイアス２１から取り込むことができる場合、送受信機９１お
よび９２（および関連付けられた電子回路）を動作させる電力はマイクロホンバイアス２
１から取り込まれ、電池９４は電力を全く提供しない。電力が十分かどうかはいくつかの
方法によって確認することができる。マイクロホン入力２１からの十分な電力がある場合
、電池９４を再充電する電力をマイクロホンバイアス２１から取り込むこともでき、そう
でない場合、電池９４は再充電されないはずである。マイクロホンバイアス２１から取り
込まれる電力が送受信機９１および９２（および関連付けられた電子回路）を動作させる
のに不十分である状況では、電池９４が２次電源になる。上記シナリオでは、電力管理９
３内のスイッチが上記接続を実施するのに必要な接続を行い、これを可能にする方法は十
分に確立されている。
【００８１】
　また、外部マイクロホン８３の可能な接続を伴う前述の実施形態の場合と同様に、ハー
ベスタ兼電力管理９３内のスイッチが適切な接続を切り換える。
【００８２】
　本明細書で説明した本発明の第１、第２、および第３の実施形態およびこれらの変形（
好ましい実施形態、別の好ましい実施形態、およびさらに別の好ましい実施形態）（通信
装置５１）は、図２（ａ）に示す小型ケーシング（ケーシング５２）内で物理的に実施さ
れうる。ケーシング５２はこの場合、携帯電話１の外枠の側面を取り囲む緩衝ハウジング
の一部である。
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【００８３】
　通信装置５１のハウジングを設計するためのいくつかのやり方がある。例えば、緩衝器
は、通信装置５１のハウジングが、携帯電話１の背面と側面の両方を保護するケーシング
になるように裏当てを有していてもよい。また、通信装置５１のハウジングを、より一層
小型で、主としてケーシング５２とプラグ５３とを備えるだけになるように設計すること
も可能である。例えば、このより小型のハウジングは、携帯電話１の上部にだけ、または
他の電子機器のイヤホンソケットの近くに取り付けられるように適合されてもよい。この
ように、通信装置５１の機械的完全性は、携帯電話１のソケット３（図１（ａ））に挿入
される通信装置５１のＴＲＳ／ＴＲＲＳプラグ５３（図２（ａ）のみならず、携帯電話１
の外枠への通信装置５１のハウジングの機械的取付けでもあることである。機械的には、
突出部が低く、よって、機械的完全性を高めるように、ケーシング５２の高さを低く保つ
方が有利なはずである。
【００８４】
　通信装置５１のハウジングの可能な代替の設計は、ハウジング／ケーシングの裏当て内
で通信装置５１の電子回路を実施するものである。この場合、ハウジングの高さは通常の
ケーシングと同じである。この設計は、ユーザによってはより外見的に満足のいくものと
なりうる。
【００８５】
　携帯電話１用のケーシングの中には、（携帯電話１への）補助電源として働き、外部か
ら充電される内蔵電池を有するものがある。通信装置５１も同様に、通信装置５１内の電
子回路のための電力を外部電池から得るための外部電池を有するケーシングとして実現さ
れてよい。携帯電話１用の緩衝器／ハウジング設計の当業者は、多くの変形形態を設計す
ることができるはずである。
【００８６】
　念のために、本発明の実施形態には、本発明が少なくとも一部は携帯電話１の外枠に取
り付けられるように適合されているハウジング内で実施されるときに、いくつかの著しい
利点があることに留意されたい。第１の著しい利点は、通信装置１内の（送信機および受
信機を含む）電子回路が、第１の電子機器の携帯電話１と、第２の電子機器（補聴器など
）とに近接していることである。この近接性ゆえに、携帯電話１と通信装置５１と第２の
電子機器との伝送のための電力が非常に低い。これは言い換えると、受動送信機、その電
力が取り込まれる能動送信機の使用、および、関連する場合には、通信装置５１または別
の箇所での超小型充電式電池の使用を可能にする所要電力が非常に低いことになる。
【００８７】
　第２の著しい利点は、別個のデバイスエンティティを有するのではなく、特にその小さ
いフォームファクタにより、携帯電話１の一部である通信装置５１を有することの絶対的
利便性である。大部分の先行技術の機器では、通信装置は携帯電話１の外部の別個のデバ
イスエンティティである。
【００８８】
　本発明の実施形態の第３の著しい利点は、携帯電話１がおおむね完全な機能を保持する
ことである。例えば、図４（ａ）～図４（ｆ）では、スピーカ２（図１（ａ）および図１
（ｂ）、携帯電話１のスピーカ）からのオーディオ出力は、通信装置５１のスピーカによ
って復元／達成することができる。補聴器適用例での（スピーカからの）音響出力を有す
る必要は、オープンフィット型補聴器または大きな通気口のある耳栓を有するユーザにと
って重要である。これらのユーザは、ユーザの補聴器への通信装置５１からの無線伝送、
例えば磁気誘導などによって提供される追加の通信からさらに利益を得るはずである。
【００８９】
　本明細書では、本発明を作成し、使用するための最善のやり方を教示する手段として好
ましい実施形態を示したが、ユーザまたは製造者の必要または好みに合わせるために様々
な変更を加えることができ、そのような変更は本発明の利点の視点においてとらえられう
るものであることが当業者には理解されるはずである。



(17) JP 5978286 B2 2016.8.24

10

20

30

【００９０】
　例えば、図３（ｂ）、図３（ｄ）、および図５において、外部マイクロホン８３は、携
帯電話１のマイクロホン入力２１に接続されてもよい。通常、（オーディオアクセサリと
しての）外部マイクロホン８３は、１次送受信機（典型的にはＧＳＭまたはＣＤＭＡ）が
アクティブである、携帯電話１が電話通信などに使用されるときに使用される。電話通信
などの間には、相当のＲＦ伝送が生じ、これは容易に検出される。通信装置５１内の電子
回路は、強いＲＦ伝送の検出を容易に利用して、すべての他の接続を切断し、マイクロホ
ン入力２１にマイクロホン８３を接続することができる。このように、イヤホン／マイク
ロホンのオーディオアクセサリの完全な機能が利用可能になるはずである。
【００９１】
　本発明の実施形態の適用は幅広いものであり、オーディオ信号だけに限定されないこと
を理解すべきである。本明細書の本発明の通信装置５１は、第１の電子機器（例えば携帯
電話１）と第２の電子機器（例えば補聴器、医療機器用音声プロセッサなど）との間の汎
用仲介通信機器とみなされてよい。例えば、オーディオ信号伝送を伴わない本発明の適用
例が、補聴器、ペースメーカなどの機能を制御するためのリモートコントローラとしての
（通信装置５１を介した）携帯電話１の使用である。そのような機能は、音量の調整、プ
ログラムの変更などを含みうる。このためのいくつかのやり方があり、１つの簡単な手段
は、携帯電話１が異なる制御コマンドについて左チャネル出力２２を介して異なる特定の
トーンシーケンスを出力するものである。ケーシング５２内の電子回路は、これらの特定
のトーンを解釈し、対応する信号を補聴器に無線で送信する。このように、組み合わされ
た携帯電話１兼通信装置５１は、補聴器の専用遠隔制御に取って代わる。
【００９２】
　通信装置５１に異なる変換器が組み込まれれば別の適用が可能になる。例えば、携帯電
話１兼通信装置５１は、赤外線送信機としてテレビのリモートコントローラになることも
できる。
【００９３】
　本明細書の本発明の実施形態は携帯電話１を使用して図示されているが、他の電子機器
が使用されてもよい。例えば、コードレス（ＤＥＣＴ）電話や双方向無線機（ウォーキー
トーキー）が使用されてもよい。さらに、本発明の通信装置５１の汎用性を高めるために
、（ＴＲＳまたはＴＲＲＳソケット以外に、かつ／またはこれらを含む）ＵＳＢといった
汎用ソケットをさらに備えていてもよい。
【００９４】
　添付の図面を参照して上記実施形態を説明したが、本発明はこれらの実施形態だけに限
定されるものではなく、添付の特許請求の範囲で定義される本発明の新規の概念の趣旨お
よび範囲から逸脱することなく当業者により様々な変更および改変が加えられうることを
理解すべきである。
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【図１（ａ）】 【図１（ｂ）】

【図２（ａ）】 【図２（ｂ）】
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【図３（ｃ）】 【図３（ｄ）】
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【図４（ｃ）】 【図４（ｄ）】
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【図４（ｅ）】 【図４（ｆ）】
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